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10月 29日、北海道私大助成推進協議会（以下、道推
進協）総会が開催されました。毎年春に開催されて
いるものですが、今年は秋の開催となり、酪農学園
大、北海学園大、札幌学院大、札幌大、天使大、専
修短大から、9名の委員の参加がありました。 

 道推進協では、第一に、毎年春から夏にかけて、
私大助成の拡充を求める国会請願署名運動に取り組
んでいます（署名は秋の臨時国会へ提出）。今年は現
時点で 10,354 筆の署名が集まっており、11 月 10 日
に国会への提出が予定されています。 

第二に、署名運動とあわせて、北海道内の私立大
学・短大に通う学生の学費負担調査を 1990年度から
行っています（1994 年度調査からは、調査結果の冊
子化）。今年は 3 校から 312 部(10 月 29 日現在)の回
収がありました。 

署名ならびに調査にご協力を賜りました関係者の
みなさんに御礼を申し上げます。 

◆公費助成の状況は悪化の一途 
日本の私立大学・短期大学は、学校数でも学生数で

も、国内の大学全体の 7割を超え、高等教育におけ

る重要な役割を占めているといえるでしょう。 

 

にもかかわらず、私立学校に対する公費助成制度

は著しく貧弱です。私立学校振興助成法では、教育

の改善、学費負担の軽減のため「私立大学への経常

費 2分の 1補助」の早期達成を目標として定めてい

ます。また、1975年 7 月に私立学校助成法が成立し

た際、参議院文教委員会の附帯決議では、「私立大

学に対する国の補助」を「できるだけ速やかに 2 分

の 1とするよう努めること」とされています。しか

しながら、私立大学の経常費に占める補助金の割合

は、1980 年度の 29.5％をピークに減少の一途をた

どり、ついには、10％を割ったことが今年になって

報じられました（2016年 9月 19 日付 朝日新聞） 

 

日本政府は長年、国際人権規約の「中等・高等教

育漸進的無償化」条項の批准を留保していました

が、2012年 9月にその留保を撤回しました。今後、

政府は高等教育(大学教育)の無償化に向けた具体

的な施策を計画的に実施する責務があります。 

◆道推進協の運動強化方針 
厳しくなる一方の公費助成の状況に対して、ここ数

年の道推進協の取り組みは残念ながらやや停滞ぎ

みでした。運動の世代間継承も十分に引き継がれて

おりませんでした。 

 

道推進協では運動を再び活性化することを目指

し、今総会では、活動方針を見直して充実を図ると

ともに、会則を整備し、組織体制を再構築しました。 

経済的理由から私立大学への進学を断念する高校

生や、入学後に退学を余儀なくされる大学生が増え

ています。このことは、憲法に保障された教育の機

会均等の権利が脅かされている状態だといえます。 

 

道推進協では、私立大学生の学費負担を軽減する

学費助成制度の新設を求めるとともに、給付制奨学

金の創設や無利子奨学金制度の拡充、私大助成の増

額などを通じて、高等教育を受けるための各家庭の

経済的負担の軽減を目指しています。 
 

◆各校のご支援とご協力をお願いします 
 道推進協の活動の推進に、道内私立大学・短期大学各

校のご支援とご協力を賜りますよう、よろしくお願

いいたします。 

道推進協総会（10 月 29 日） 


